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「不妊に悩む方への特定治療支援事業等のあり方に関する検討会」開催要綱 

 

 

１．趣旨 
 近年、結婚年齢の上昇や晩産化等に伴い、特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受

ける者の年齢の上昇が指摘されている。 
 配偶者間の特定不妊治療については医療費が高額であることから、患者の経済的負担

の軽減を図ることを目的として、平成１６年度以降、その費用の一部を助成する「不妊

に悩む方への特定治療支援事業」が実施されている。この事業による助成件数は年々増

加している。 
  こうした状況を踏まえ、年齢と出産率・出産リスクの関係についての普及啓発を推進

するとともに、特定治療支援事業をより安心･安全・適切に運用するため、雇用均等・児

童家庭局母子保健課長が学識経験者・実務者等の参集を得て、当該事業等の今後のあり

方について検討することを目的として検討会を開催する。 
 

２．構成 

⑴検討会の構成員は、別紙のとおりとする。 

⑵検討会に座長を置き、構成員の互選により定める。 

 

３．検討項目 

⑴不妊に悩む方への特定治療支援事業の今後のあり方について 
⑵その他 

 

４．運営 
⑴検討会は、公開とする。 
⑵検討会の庶務は、雇用均等・児童家庭局母子保健課において処理する。 
⑶雇用均等・児童家庭局母子保健課長は、必要に応じ、構成員以外の有識者を参加させ

ることができる。 

⑷雇用均等・児童家庭局母子保健課長は、必要に応じ、検討会にワーキンググループを

設置することができる。 
 

５．その他 

  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が雇用均等・

児童家庭局母子保健課長と協議して定める。 



（別紙） 
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